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1.3 地震及び津波への対応 

1.3.1 地震への対応 

1.3.1.1 機器の対応 

原子炉圧力容器・格納容器注水設備，原子炉格納容器内窒素封入設備，使用済燃料プー

ル設備，原子炉圧力容器・格納容器ホウ酸水注入設備，汚染水処理設備等及び電気系統設

備は，地震により想定されるリスクを評価しており，機能喪失時の代替手段を定めている。 

 

1.3.1.2 建屋の対応 

対象設備は，燃料を内包する建屋（１～６号機原子炉建屋，運用補助共用施設共用プー

ル棟）及び地下に滞留水を貯留する建屋（１～４号機原子炉建屋，１～４号機タービン建

屋，１～４号機廃棄物処理建屋，１～４号機コントロール建屋，プロセス主建屋，高温焼

却炉建屋）とする。 

 

(1)１～６号機原子炉建屋 

１～６号機原子炉建屋の損傷状況や温度上昇等を考慮した，基準地震動Ｓｓによる耐震

安全性評価を実施し，耐震壁及び使用済燃料プール躯体が終局状態に至らないことを確認

している。※１ 

※ １：福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関する検討に係る報告書（その１）

（東京電力株式会社，平成２３年５月２８日） 

福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関する検討に係る報告書（その１） 

（追補版）（改訂２）（東京電力株式会社，平成２４年１２月２５日） 

福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関する検討に係る報告書（その２）

（東京電力株式会社，平成２３年７月１３日） 

福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関する検討に係る報告書（その３）

（東京電力株式会社，平成２３年８月２６日） 

福島第一原子力発電所１～４号機本館建物の基準地震動 Ss に対する耐震安全性評価について（東京電力株

式会社，平成２５年２月２１日，特定原子力施設監視・評価検討会（第４回）資料５－１） 

 

(2)運用補助共用施設共用プール棟 

運用補助共用施設共用プール棟の耐震壁および使用済燃料共用プール躯体について，基

準地震動Ｓsによる耐震安全性評価を実施し，問題ないことを確認している（Ⅱ.2.12 参照）。 

 

(3)プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋 

 プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋について，基準地震動Ｓｓに対する地下滞留水を考

慮した地震応答解析を実施し，地下外壁のせん断ひずみが弾性範囲内であることを確認し

ている。※２，３ 
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※２: プロセス主建屋への移送に関する報告書（東京電力株式会社，平成２３年４月１８日） 

※３：プロセス主建屋及び雑固体廃棄物減容処理建屋（以下，高温焼却炉建屋）への移送に関する報告書（東京電力

株式会社，平成２３年５月１５日） 

 

(4)地下に滞留水を貯留する１～４号機原子炉建屋，１～４号機タービン建屋，１～４号機

廃棄物処理建屋及び１～４号機コントロール建屋 

１～４号機原子炉建屋について，基準地震動Ｓsに対する地下滞留水を考慮した地震応答

解析を実施し，地下外壁が終局状態に至らないことを確認している（１～３号機について

はⅡ.2.6，４号機については添付資料－３参照）。 

また，１～４号機タービン建屋，１～４号機廃棄物処理建屋及び１～４号機コントロー

ル建屋について，それぞれ代表号機を選定した上で，基準地震動Ｓｓに対する地下滞留水

を考慮した地震応答解析を実施し，地下外壁が終局状態にいたらないことを確認している。

また，代表号機以外については，代表号機の評価結果を踏まえ，建屋の類似性等を考慮し

て，耐震安全性を評価し，問題ないことを確認している。ここで，代表号機は滞留水の容

量が最大の号機とする。（Ⅱ.2.6 参照） 

 

(5) １～４号機原子炉建屋の点検について 

 １～４号機原子炉建屋について，作業安全性が確認された時点で，点検を実施する。 

４号機原子炉建屋の点検は，使用済燃料プールと原子炉ウェルの水位測定，ひび割れ調

査，建屋の垂直性の確認，コンクリートの強度確認を行う。このうち，使用済燃料プール

と原子炉ウェルの水位測定とひび割れ調査は4回/年，建屋の垂直性の確認とコンクリート

の強度確認は1回/年，プール燃料取り出し完了まで実施する。なお，プール燃料取り出し

完了後は，建物耐久性維持の観点から必要な点検を実施する。 

放射線量が高く，建屋内への進入が困難である１～３号機原子炉建屋については，遠隔

操作装置等による点検手法を検討の上，点検を実施する。 

 

1.3.1.3 その他の対応 

(1) 1/2 号機共用排気筒の解体について 

1/2 号機共用排気筒は，震災後の点検で一部の部材に損傷が確認されたことから，耐震

上の裕度を向上させるため，排気筒の上部を解体する。 

 

1.3.2 津波への対応 

1.3.2.1 アウターライズ津波を想定した対応 

過去に福島沖のアウターライズで大規模な地震・津波が発生したことは知られていない

ものの，東北地方太平洋沖地震の影響によってアウターライズにおける地震の発生が専門

家によって指摘されていることから（Ｌａｙ ｅｔ ａｌ．（２０１１）等)，福島沖のア
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ウターライズにおける地震に伴う津波を想定する。 

津波の評価にあたって想定する地震規模については，日本海溝でのアウターライズ地震

の既往最大規模は１９３３年昭和三陸地震（Ｍｗ８．４)であるが，ここでは，より安全側

の評価としてプレート境界で発生した地震ではあるものの，三陸沖で過去に発生した最大

規模の地震として１６１１年慶長三陸地震の地震規模Ｍｗ８．６を採用する。 

また，評価にあたっては，波源の断層パラメータの不確かさを考慮することとし，断層

の位置，走向を変化させ，発電所の津波高さが最大となる場合を想定する。 

上記解析の結果，発電所港湾内から敷地（１～４号機側Ｔ．Ｐ．約＋８．５ｍ，５・６

号機側Ｔ．Ｐ．＋約１１．５ｍ）への遡上は確認されないものの，敷地南東側から１～４

号機側敷地（Ｔ．Ｐ．＋約８．５ｍ）への遡上が確認された。このため，敷地の南東部に

仮設防潮堤を設置することとし，これをモデル化した数値解析を実施した。その結果，仮

設防潮堤により敷地への遡上を防ぐことができることを確認したことから，敷地の南東部

に仮設防潮堤を設置した。（添付資料－１） 

 

1.3.2.2 アウターライズ津波を超える津波を想定した対応 

(1)機器の対応 

原子炉圧力容器・格納容器注水設備，原子炉格納容器内窒素封入設備，使用済燃料プー

ル設備，原子炉圧力容器・格納容器ホウ酸水注入設備，汚染水処理設備等及び電気系統設

備は，津波により想定されるリスクを評価しており，機能喪失時の代替手段を定めている。 

また，５・６号機については，津波により想定されるリスクを評価しており，機能喪失

時の代替手段を定めている。 

 

(2)建屋の対応 

対象設備は，燃料を内包する建屋（１～４号機原子炉建屋，運用補助共用施設共用プー

ル棟）及び地下に滞留水を貯留する建屋（１～４号機原子炉建屋，１～４号機タービン建

屋，１～４号機廃棄物処理建屋，１～４号機コントロール建屋，プロセス主建屋，高温焼

却炉建屋）とする。 

平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震による津波に対し，１～４号機

原子炉建屋，１～４号機タービン建屋，１～４号機廃棄物処理建屋，１～４号機コントロ

ール建屋，運用補助共用施設共用プール棟，プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋について，

津波による外壁や柱等の構造躯体に有意な損傷は確認されていない。 

なお，地下に汚染水が貯留する建屋について，現場の状況等を勘案し，津波襲来時の地

下からの汚染水流出防止を目的に，建屋開口部の閉塞等，低減対策を実施していく。 

また，５・６号機については，平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震

による津波に対し，５・６号機原子炉建屋，５・６号機タービン建屋，５・６号機廃棄物

処理建屋，５・６号機コントロール建屋について，津波による外壁や柱等の構造躯体に有
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意な損傷は確認されていない。 

 

1.3.2.3 今後の対応 

原子力発電所で想定すべき津波については，東北地方太平洋沖地震を踏まえ，現在国に

よって検討が行われており，これら状況を注視しつつ必要に応じて今後の津波に対する安

全性評価及び対策へ反映していく。 

 

1.3.3 添付資料 

 添付資料－１ アウターライズ津波を想定した対策 

 添付資料－２ 福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関 

する検討に係る報告書（その１）（東京電力株式会社，平成２３年５月２ 

８日） 

 添付資料－３ 福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関 

する検討に係る報告書（その１）（追補版）（改訂２）（東京電力株式会社， 

平成２４年１２月２５日） 

 添付資料－４ 福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関 

する検討に係る報告書（その２）（東京電力株式会社，平成２３年７月１ 

３日） 

 添付資料－５ 福島第一原子力発電所の原子炉建屋の現状の耐震安全性及び補強等に関 

する検討に係る報告書（その３）（東京電力株式会社，平成２３年８月２ 

６日） 

 添付資料－６ 福島第一原子力発電所１～４号機本館建物の基準地震動 Ss に対する耐震 

安全性評価について（東京電力株式会社，平成２５年２月２１日，特定 

原子力施設監視・評価検討会（第４回）資料５－１） 

 添付資料－７ 福島第一原子力発電所４号機原子炉建屋健全性確認のための定期点検頻 

度の見直しについて（東京電力株式会社，平成２６年５月２日，特定原 

子力施設監視・評価検討会（第２１回）参考６） 

 添付資料－８ 福島第一原子力発電所１/2 号機共用排気筒の上部解体について 
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アウターライズ津波を想定した対策 

 

1. 仮設防潮堤（フィルターユニット）の設置 

アウターライズ津波への対策としての仮設防潮堤は，切迫性の高いとされる津波に対す

る緊急的な対策として，平成２３年６月末に設置完了している。 
仮設防潮堤については，今回の地震により地盤が沈下した量（約０．７ｍ）も加味し，

Ｔ．Ｐ．＋８．５ｍ盤各所において想定されたアウターライズ津波の高さに対して求めら

れた浸水深さに対して必要な防潮堤高さを設定し，総延長約４００ｍの仮設防潮堤を構築

した。 
設計では，砕石を詰めた１段０．６ｍの高さの堤体（フィルターユニットエコグリーン）

を津波浸水深と津波の衝撃波力に抵抗できる規模（高さとせん断抵抗が必要な堤体敷幅）

まで積み上げた（最大Ｔ．Ｐ．＋１２．７ｍ）。 
津波の衝撃波力※については，防潮堤がない場合の進行波の浸水深の３倍の静水深による

水圧を仮設防潮堤の前面に作用させ，各断面（最大７段積：Ｔ．Ｐ．＋１２．７ｍの高さ

まで）での津波波力に対する抵抗力を求め，全ての断面形状での堤体のすべりに対する安

全性を確認している。また，仮設防潮堤の前面は，遮水材（ＣＶスプレー）により覆われ

ており遮水効果も有している。 
以上のことから，アウターライズ津波を想定しても，仮設防潮堤によりＴ．Ｐ．＋８．

５ｍ盤への海水の浸入は防止でき，各設備・施設の機能は維持される。 

※：津波波力の算定については，「朝倉ほか(２０００)」，「津波避難ビル等に係るガイドライン(２００５)内閣府」

による。 

堤体（フィルターユニット）の耐久性については，メーカーにて耐候性，耐薬品性等の

促進試験を実施しており，国内本設工事（耐用年数３０年）に適用実績があることを確認

している。遮水材（ＣＶスプレー）についても，メーカーにて実施した促進試験により，

３０年以上の耐候性を確認している。 
 以下に仮設防潮堤の安定性検討結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－１ 
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1.1 検討条件 

仮設防潮堤は，砕石を詰めた１段０.６ｍ高さのフィルターユニットを所定の高さ（後述

Ｔ．Ｐ．＋１０．９ｍ～１２．７ｍ）まで積み上げた構造である。安定性検討に使用する

フィルターユニット諸元は表－１の通りである。 

 

表－１ フィルターユニット諸元 

フィルターユニット形状 幅 2.4m×長さ 2.4m×高さ 0.6m 

フィルターユニット材質 ポリエステル，25mm 目 

内容物 砕石（50mm～250mm） 

フィルターユニット気中重量 39.2kN／個 

フィルターユニット間の摩擦係数* 0.8 

フィルターユニットと地盤面の摩擦係数* 0.6 

  
 

*摩擦係数について 

 フィルターユニットの摩擦係数は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説」（H19.7）

に示される静止摩擦係数の特性値に基づいて設定する。 

 

  港湾の施設の技術上の基準・同解説（H19.7）上巻より抜粋・一部改変 
 

仮設防潮堤の高さ，設計用津波高さを表－２にまとめる。 

仮設防潮堤の高さは，津波対策ありの条件において算定される津波高さを上回るように

設定している（図－１*）。例えば，最大津波高さ（Ｔ．Ｐ．＋１２．６９４ｍ）となる箇所

では，フィルターユニット７段積，高さＴ．Ｐ．＋１２．７ｍの仮設防潮堤を設定してい

る。 

仮設防潮堤に対する波力を決定するための設計用津波高さには，進行波の水深を使用し

ている。具体的には，図－２*に示した津波対策なしの条件において算定される進行波の水

深より，Ｔ．Ｐ．８．５ｍ盤の最大浸水深を設計用津波高さとして使用している。 

＊ ：福島第一・福島第二原子力発電所におけるアウターライズ津波対策（平成２４年４月２７日，地震・津波

に関する意見聴取会（津波関係），地震・津波（津波）１－４） 
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表－２ 仮設防潮堤の高さと設計用津波高さ 

断面形状 高さ 
設計用津波高さ 

（仮設防潮堤がない場合
の進行波の水深） 

４段積 T.P.+10.9m 1.40 m 

５段積 T.P.+11.5m 1.29 m 

６段積 T.P.+12.1m 2.22 m 

６段積（コーナー） T.P.+12.1m 2.36 m 

７段積 T.P.+12.7m 2.20 m 

 
図－１ １Ｆ敷地南側における最大津波高さと仮設防潮堤高さの比較（津波対策あり） 
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図－２ １Ｆ敷地南側Ｔ．Ｐ．８．５ｍ盤沿いの最大浸水深（日本海溝寄りプレート内 

（正断層モデル）） 津波対策なし Ｔ．Ｐ．＋８．５ｍに対する浸水深を示す 

 

津波波力に対する安定性検討（滑動，転倒）では，津波波圧として仮設防潮堤がないと

きの進行波の水深（最大浸水深）の３倍の静水圧*を設定する（図－３）。なお，仮設防潮堤

の海側には遮水材を施工し，浸水を防止していることから，浮力は発生しない。図－３は

例として，仮設防潮堤（７段積）の底部に対する滑動安定性評価を整理したものであり，

摩擦抵抗力（２０６ＫＮ）が波力（１９１ＫＮ）を上回ることから滑動しないことを示し

ている。 
*：津波避難ビル等に係るガイドライン（2005 内閣府） 

 
図－３  仮設防潮堤 津波波力の考え方（７段積の例） 
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地震については，水平震度０．３に対する安定性検討（滑動，転倒）を行う。また，地

震に対する裕度についても検討する。 

仮設防潮堤の断面形状，配置を図－４に示し，表－３に仮設防潮堤寸法をまとめる。 

 

表－３ 仮設防潮堤 寸法一覧 

断面形状 高さ 底盤幅 重心高さ 

４段積 2.40m 4.80m 1.20m 

５段積 3.00m 7.20m 1.41m 

６段積 3.60m 9.60m 1.59m 

６段積（コーナー） 3.60m 9.60m 1.67m 

７段積 4.20m 9.60m 1.81m 
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1.2 安定性の検討方法 

津波波力に対する滑動安定性検討は，図－５の通り，各断面（検討位置）に対して，津

波による波力およびフィルターユニットの摩擦抵抗力（水平耐力）をそれぞれ算定し，摩

擦抵抗力が津波波力を上回っていることを確認する。また，転倒に対する安定性について

は，荷重合力の偏心量が底面のミドルサード内にあることを確認する。 

地震についても同様に，滑動は図－５の各断面について摩擦抵抗力が地震力を上回るこ

とを確認し，転倒は，荷重合力の偏心量が底面のミドルサード内にあることを確認する。 

 

9.6m

断面①

断面②

断面③

断面④

断面⑤

断面⑥

3.6m
（0.6m×6段）

 
図－５ 仮設防潮堤断面図（６段積（コーナー）の場合） 

 

 

 

【津波波力に対する滑動安定性評価の計算例】 

６段積（コーナー）断面③（図－６）について，計算例を示す。 

 

仮設防潮堤の
ないときの
進行波の水深

h=2.36m

3h=7.08m

9.6m

断面③

h1
=3

.6
m

p1

p2

dF

h2
=1

.8
m

 
図－６ 津波波力 滑動（仮設防潮堤６段積（コーナー）断面③の例） 

 

 

○津波波力の算定 

・仮設防潮堤 高さ 3.6m における波圧（p1） 

p1= ρg(3h－h1)   = 1.03×103×9.8×(3×2.36－3.6)  = 35.1 kN/m2 

     ρ：海水密度（1.03×103 kg/m3），g：重力加速度（9.8 m/s2）， 

h：設計用津波高さ（2.36 m），h1：仮設防潮堤高さ（3.6m） 

・仮設防潮堤 高さ 1.8m（断面③）における波圧（p2） 
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p2= ρg(3h－h2)  = 1.03×103×9.8×(3×2.36－1.8)  = 53.3 kN/m2 

     ρ：海水密度（1.03×103 kg/m3），g：重力加速度（9.8 m/s2）， 

h：設計用津波高さ（2.36 m），h2：断面③高さ（1.8m） 

・仮設防潮堤 高さ 1.8m（断面③）における単位奥行き（1m）あたりの波力（dF） 

dF= 0.5×(p1+ p2)×(h1－h2) = 0.5×(35.1＋53.3)×(3.6－1.8) = 79.6 kN/m 

○摩擦抵抗力 

  検討位置の断面③に該当するフィルターユニットは９個 

  フィルターユニット気中重量：39.2kN/個，フィルターユニット間の摩擦係数：0.8 

フィルターユニット寸法：2.4m（奥行１個当） 

・摩擦抵抗力（単位奥行き（1m）当り）：39.2×9×0.8／2.4 ＝ 117.6 kN/m 

 ○評価 

  摩擦抵抗力は津波波力を上回り滑動しない。 

津波波力（dF） 79.6 kN ＜ 摩擦抵抗力 117.6 kN・・・・・・・・・・・・・ＯＫ 

  

【津波波力に対する転倒安定性評価の計算例】 

６段積（コーナー）（図－７）について，計算例を示す。 

仮設防潮堤の
ないときの
進行波の水深

h=2.36m

3h=7.08m

B = 9.6m

3.6m F＝192kN

y1=1.67m y2=1.60m
W＝343kN

x1=4.8m

d e

 
図－７ 津波波力 転倒（仮設防潮堤６段積（コーナー）の例） 

 

○荷重合力位置の算定 

仮設防潮堤６段積（コーナー）のフィルターユニット：21個 

フィルターユニット気中重量：39.2kN/個，フィルターユニット寸法：2.4m（奥行１ 

個当） 

単位奥行きあたりの仮設防潮堤重量：W＝39.2（kN/個）×21（個）/2.4（m） 

＝343 kN/m 

単位奥行きあたりの津波波力：F＝191.87 kN/m 

仮設防潮堤重心高さ：y1＝1.67m，仮設防潮堤重心距離：x1＝4.8m 

津波波力重心高さ：y2＝1.5955m 

・抵抗モーメント：Mr ＝W×x1＝343×4.8＝1646.4 kNm 

・転倒モーメント：Mo ＝F×y2＝191.87×1.5955＝306.1 kNm 

・底面合力作用位置：ｄ＝(Mr－Mo) / W＝(1646.4－306.1) / 343＝3.91 m 

・底面合力偏心量：ｅ＝B/2－ｄ＝4.80－3.91＝0.89 m 
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○評価 

荷重合力は底面のミドルサード内であり，転倒することはない。 

底面合力偏心量：ｅ＝0.89 m ＜ B/6 ＝ 9.60 / 6 ＝ 1.60 m ・・・・・・・ＯＫ 
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1.3 結果 

表－４～７に検討結果を示す。 

表－４ 津波波力に対する滑動安定性検討結果 

断面形状 津波波力 摩擦抵抗力 評価 

４段積 

（津波高さ h=1.40m） 

断面①： 13kN 

断面②： 29kN 

断面③： 49kN 

断面④： 73kN 

断面①： 26kN 

断面②： 52kN 

断面③： 78kN 

断面④： 78kN 

○ 

５段積 

（津波高さ h=1.29m） 

断面①：  7kN 

断面②： 18kN 

断面③： 32kN 

断面④： 50kN 

断面⑤： 72kN 

断面①： 26kN 

断面②： 65kN 

断面③：105kN 

断面④：144kN 

断面⑤：137kN 

○ 

６段積 

（津波高さ h=2.22m） 

断面①： 20kN 

断面②： 44kN 

断面③： 72kN 

断面④：103kN 

断面⑤：138kN 

断面⑥：177kN 

断面①： 26kN 

断面②： 65kN 

断面③：105kN 

断面④：144kN 

断面⑤：196kN 

断面⑥：186kN 

○ 

６段積（コーナー） 

（津波高さ h=2.36m） 

断面①： 23kN 

断面②： 49kN 

断面③： 80kN 

断面④：113kN 

断面⑤：151kN 

断面⑥：192kN 

断面①： 39kN 

断面②： 78kN 

断面③：118kN 

断面④：170kN 

断面⑤：222kN 

断面⑥：206kN 

○ 

７段積 

（津波高さ h=2.20m） 

断面①： 16kN 

断面②： 36kN 

断面③： 60kN 

断面④： 87kN 

断面⑤：118kN 

断面⑥：153kN 

断面⑦：191kN 

断面①： 26kN 

断面②： 52kN 

断面③： 91kN 

断面④：131kN 

断面⑤：170kN 

断面⑥：222kN 

断面⑦：206kN 

○ 

※ 単位奥行き（1m）あたりの津波波力，摩擦抵抗力として算出。 

 

全ての断面において，津波波力に対する滑動安定性評価に問題はない。 

底部（フィルターユニットと地盤面）の摩擦係数を０．６としていることから，滑動安

定性は，全断面を通して底部が最も厳しい評価となる。 
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表－５ 津波波力に対する転倒安定性検討結果 

防潮堤断面 津波波力 偏心量 B/6 評価 

４段積（８個） 

底面幅 B：4.80m 

重量：130.7kN 

津波高さ：1.40m 

津波波力：73kN 

波力重心高さ：1.04m 

0.58m 0.80m ○ 

５段積（14 個） 

底面幅 B：7.20m 

重量：228.7kN 

津波高さ：1.29m 

津波波力： 72kN 

波力重心高さ： 1.18m 

0.37m 1.20m ○ 

６段積（19 個） 

底面幅 B：9.60m 

重量：310.3kN 

津波高さ：2.22m 

津波波力：177kN 

波力重心高さ：1.58m 

0.90m 1.60m ○ 

６段積（コーナー）（21

個） 

底面幅 B：9.60m 

重量：343.0kN 

津波高さ：2.36m 

津波波力：192kN 

波力重心高さ：1.60m 
0.89m 1.60m ○ 

７段積（21 個） 

底面幅 B：9.60m 

重量：343.0kN 

津波高さ：2.20m 

津波波力：191kN 

波力重心高さ：1.77m 

0.99m 1.60m ○ 

※ 単位奥行き（1m）あたりの重量，波力として記載。 

 

全ての断面において，津波波力に対する転倒安定性評価に問題はない。 

仮設防潮堤の断面形状から重心位置が相対的に高くなるため，４段積ケースの偏心量と

Ｂ／６の比がやや大きい結果となる。 
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表－６ 地震力に対する滑動安定性検討結果 

断面形状 地震力 摩擦抵抗力 評価 

４段積 

断面①： 10kN 

断面②： 20kN 

断面③： 29kN 

断面④： 39kN 

断面①： 26kN 

断面②： 52kN 

断面③： 78kN 

断面④： 78kN 

○ 

５段積 

断面①： 10kN 

断面②： 25kN 

断面③： 39kN 

断面④： 54kN 

断面⑤： 69kN 

断面①： 26kN 

断面②： 65kN 

断面③：105kN 

断面④：144kN 

断面⑤：137kN 

○ 

６段積 

断面①： 10kN 

断面②： 25kN 

断面③： 39kN 

断面④： 54kN 

断面⑤： 74kN 

断面⑥： 93kN 

断面①： 26kN 

断面②： 65kN 

断面③：105kN 

断面④：144kN 

断面⑤：196kN 

断面⑥：186kN 

○ 

６段積（コーナー） 

断面①： 15kN 

断面②： 29kN 

断面③： 44kN 

断面④： 64kN 

断面⑤： 83kN 

断面⑥：103kN 

断面①： 39kN 

断面②： 78kN 

断面③：118kN 

断面④：170kN 

断面⑤：222kN 

断面⑥：206kN 

○ 

７段積 

断面①： 10kN 

断面②： 20kN 

断面③： 34kN 

断面④： 49kN 

断面⑤： 64kN 

断面⑥： 83kN 

断面⑦：103kN 

断面①： 26kN 

断面②： 52kN 

断面③： 91kN 

断面④：131kN 

断面⑤：170kN 

断面⑥：222kN 

断面⑦：206kN 

○ 

※ 単位奥行き（1m）あたりの地震力，摩擦抵抗力として算出。 

 

全ての断面において，地震力に対する滑動安定性評価に問題はない。 

底部（フィルターユニットと地盤面）の摩擦係数を０．６としていることから，滑動安

定性は，全断面を通して底部が最も厳しい評価となる。 

仮設防潮堤を設計する上での支配的な荷重は津波波力となっていることから，水平震度

０．３に対しては十分な余裕があり，摩擦係数から判断すれば，水平震度０．６までの安

定性は確保することができる。 
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表－７ 地震力に対する転倒安定性検討結果 

防潮堤断面 地震力 偏心量 B/6 評価 

４段積（８個） 

底面幅 B：4.80m 

重量：130.7kN 

地震力： 39kN 

重心高さ：1.20 m 
0.36m 0.80m ○ 

５段積（14 個） 

底面幅 B：7.20m 

重量：228.7kN 

地震力： 69kN 

重心高さ： 1.41m 
0.42m 1.20m ○ 

６段積（19 個） 

底面幅 B：9.60m 

重量：310.3kN 

地震力： 93kN 

重心高さ： 1.59m 
0.48m 1.60m ○ 

６段積（コーナー）（21

個） 

底面幅 B：9.60m 

重量：343.0kN 

地震力： 103kN 

重心高さ： 1.67m 
0.50m 1.60m ○ 

７段積（21 個） 

底面幅 B：9.60m 

重量：343.0kN 

地震力：103 kN 

重心高さ：1.81 m 
0.54m 1.60m ○ 

※ 単位奥行き（1m）あたりの重量，地震力として記載。 

 

全ての断面において，地震力に対する転倒安定性評価に問題はない。 

仮設防潮堤の断面形状から重心位置が相対的に高くなるため，４段積ケースの偏心量と

Ｂ／６の比がやや大きい結果となる。 

偏心量とＢ／６の関係を考えれば，４段積ケースにおいて水平震度０．６７とした場合

に，偏心量がミドルサード（Ｂ／６）を上回る結果となる。地震動に対する滑動安定性評

価（表－６）と併せて考えれば，仮設防潮堤フィルターユニットの安定性評価においては，

水平震度０．６まで問題は生じないものと考えることができる。 
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2. トレンチの閉塞 

２号機及び３号機の海水配管トレンチ及び電源ケーブルトレンチについては，平成２３

年４月２日及び５月１１日の海域への汚染水流出において，タービン建屋からの経路とな

ったことから，海域への汚染水流出防止措置として，平成２３年６月までにＴ．Ｐ．２．

５ｍ盤の開口部（ピット，トレンチ立坑入口）の閉塞を完了している。 
平成２４年１月から実施したトレンチ等内部点検において，溜まり水の放射性物質濃度

（Ｃｓ）が１０２～１０３Ｂｑ／ｃｍ３レベルであった２号機及び３号機ポンプ室循環水ポン

プ吐出弁ピットのうち２号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピットの水移送及び充填作業を

平成２４年４月２９日に完了した。また，３号機ポンプ室循環水ポンプ吐出弁ピットの水

移送及び充填作業を平成２４年５月２８日に完了した。 
このことから，アウターライズ津波により，高レベル汚染水が滞留している海水配管ト

レンチや電源ケーブルトレンチ等に海水が流入し，汚染水が溢水することはないと考えて

いる。 
 

 

以 上 
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※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-23 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-24 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-25 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-26 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-27 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-28 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-29 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-30 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-31 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-32 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-33 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-34 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-35 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-36 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-37 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-38 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-39 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-40 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-41 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-42 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-43 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-44 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-45 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-46 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-47 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-48 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-49 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-50 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-51 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-52 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-53 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-54 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-55 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-56 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-57 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-58 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-59 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-60 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-61 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-62 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-63 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-64 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-65 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-66 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-67 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-68 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-69 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-70 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-71 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-72 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-73 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-74 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-75 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-76 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-77 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-78 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-79 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-80 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-81 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-82 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-83 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-84 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-85 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-86 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-87 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-88 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-89 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-90 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-91 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-92 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-93 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-94 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-95 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-96 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-97 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-98 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-99 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-100 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-101 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-102 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-103 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-104 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-105 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-106 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-107 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-108 



 

Ⅲ-3-1-3-添 2-109 

 



Ⅲ-3-1-3-添 3-1 

添付資料－3 



Ⅲ-3-1-3-添 3-2 



Ⅲ-3-1-3-添 3-3 



Ⅲ-3-1-3-添 3-4 



Ⅲ-3-1-3-添 3-5 



Ⅲ-3-1-3-添 3-6 



Ⅲ-3-1-3-添 3-7 



Ⅲ-3-1-3-添 3-8 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-9 



Ⅲ-3-1-3-添 3-10 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-11 



Ⅲ-3-1-3-添 3-12 



Ⅲ-3-1-3-添 3-13 



Ⅲ-3-1-3-添 3-14 



Ⅲ-3-1-3-添 3-15 



Ⅲ-3-1-3-添 3-16 



Ⅲ-3-1-3-添 3-17 



Ⅲ-3-1-3-添 3-18 



Ⅲ-3-1-3-添 3-19 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-20 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-21 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-22 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-23 



Ⅲ-3-1-3-添 3-24 



Ⅲ-3-1-3-添 3-25 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-26 



Ⅲ-3-1-3-添 3-27 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-28 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-29 



Ⅲ-3-1-3-添 3-30 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-31 



Ⅲ-3-1-3-添 3-32 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-33 



Ⅲ-3-1-3-添 3-34 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-35 



Ⅲ-3-1-3-添 3-36 



Ⅲ-3-1-3-添 3-37 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-38 



Ⅲ-3-1-3-添 3-39 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-40 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-41 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-42 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-43 



Ⅲ-3-1-3-添 3-44 



Ⅲ-3-1-3-添 3-45 



Ⅲ-3-1-3-添 3-46 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-47 



Ⅲ-3-1-3-添 3-48 



Ⅲ-3-1-3-添 3-49 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-50 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-51 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-52 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-53 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-54 



Ⅲ-3-1-3-添 3-55 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-56 



Ⅲ-3-1-3-添 3-57 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 3-58 

 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-1 

添付資料－4 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-2 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-3 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-4 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-5 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-6 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-7 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-8 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-9 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-10 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-11 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-12 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-13 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-14 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-15 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-16 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-17 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-18 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-19 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-20 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-21 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-22 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-23 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-24 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-25 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-26 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-27 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-28 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-29 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-30 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-31 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-32 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-33 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-34 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-35 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-36 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-37 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-38 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-39 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-40 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-41 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-42 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-43 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-44 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-45 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-46 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-47 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-48 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-49 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-50 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-51 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-52 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-53 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-54 

テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-55 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-56 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-57 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-58 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-59 



 

Ⅲ-3-1-3-添 4-60 

 



Ⅲ-3-1-3-添 5-1 

添付資料－5 



Ⅲ-3-1-3-添 5-2 



Ⅲ-3-1-3-添 5-3 



Ⅲ-3-1-3-添 5-4 



Ⅲ-3-1-3-添 5-5 



Ⅲ-3-1-3-添 5-6 



Ⅲ-3-1-3-添 5-7 



Ⅲ-3-1-3-添 5-8 



Ⅲ-3-1-3-添 5-9 

T1250760
テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 5-10 



Ⅲ-3-1-3-添 5-11 



Ⅲ-3-1-3-添 5-12 



Ⅲ-3-1-3-添 5-13 



Ⅲ-3-1-3-添 5-14 



Ⅲ-3-1-3-添 5-15 



Ⅲ-3-1-3-添 5-16 



Ⅲ-3-1-3-添 5-17 



Ⅲ-3-1-3-添 5-18 



Ⅲ-3-1-3-添 5-19 



Ⅲ-3-1-3-添 5-20 



Ⅲ-3-1-3-添 5-21 



Ⅲ-3-1-3-添 5-22 

T1250760
テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 5-23 

T1250760
テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 5-24 

T1250760
テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 5-25 

T1250760
テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 5-26 



Ⅲ-3-1-3-添 5-27 



Ⅲ-3-1-3-添 5-28 



Ⅲ-3-1-3-添 5-29 

T1250760
テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 5-30 



Ⅲ-3-1-3-添 5-31 



Ⅲ-3-1-3-添 5-32 

T1250760
テキストボックス
※O.P.表記は震災前の「旧O.P.表記」を指す。　T.P.表記に換算する際は，震災後の地盤沈下量(-709mm)とO.P.から　T.P.への読替値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算する。　＜換算式＞　T.P.=旧O.P.-1,436mm



Ⅲ-3-1-3-添 5-33 
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添付資料－８ 

 

福島第一原子力発電所 1/2 号機共用排気筒の上部解体について 

 

1. 排気筒上部解体の目的 

1/2 号機共用排気筒(以下，排気筒)は，震災後の点検で一部の部材の損傷を確認してい

ること，及び排気筒としての機能を有していないことから，耐震上の裕度を向上させるた

め，排気筒の上部を解体する。 

 

2. 排気筒上部解体の計画概要 

排気筒は，地上からの高さ 120m，内径 3.2m の筒身を鋼管四角形鉄塔で支えた鉄塔支持

型共用排気筒である。本計画では，地上からの高さ約 60m～120m を解体範囲とする。 

 

解体範囲 

図 1 1/2 号機共用排気筒概要図（単位：ｍ） 
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3. 計画工程 

  計画工程は以下の通り。 

工程は現場状況や他工事との調整により変動する可能性が有る。 

計画工程：平成 30年 12 月 ～ 平成 31 年 12 月 

 

4. 排気筒の解体方法 

大型クレーンに吊り下げた遠隔解体装置により，頂部から順番に筒身や鉄塔をブロッ

ク単位で解体する。なお，排気筒周辺の線量が高いことから上部作業は無人化し，下部で

の準備作業・小割解体作業は有人作業とする。 

解体作業における留意事項を下記に示す。 

・ 解体作業周辺の稼働中の設備を解体作業に伴い損傷させないために，図面及び現

場調査にて確認し，現場状況に応じて設備の防護を施す。 

・ 解体作業においては，火災リスクを低減するため，原則，火気を使用する装置は

使用しない。また，切断時の火花については，可能な限りで養生する。 

 

5. 解体作業に伴う放射性物質の飛散抑制策 

排気筒は震災の際にベント作業で使用していることから，筒身内面に遊離性のダスト

が付着している可能性がある。よって，筒身切断時は下記の対策を実施する。 

a.作業開始前 

  解体作業前に，筒身内面に飛散防止剤を散布することで，筒身内面の遊離性ダス

トを固着する。 

b.作業中 

筒身切断時には，切断装置(チップソー)をカバーで覆い，カバー内ダストを可能

な限り吸引することで飛散量の低減を図る。 

遠隔解体装置には，ダストモニタを設置し，作業中の空気中放射性物質濃度を監

視する。作業中に，万が一，遠隔解体装置に設置したダストモニタ及び構内に設置

しているダストモニタ，モニタリングポストにより，空気中放射性物質濃度もしく

は空間放射線量率の異常を検知した場合は，解体対象物が安全な状態にあること

を確認した後に作業を中断する。 

 

6.  解体作業に伴う放射性物質の環境影響 

排気筒周辺の雰囲気線量率の調査結果から保守的に筒身の表面線量率を推定し，表

面積から気中へ放出される放射性物質放出量の評価を行った。評価結果より，本作業に

伴う放射性物質の放出による敷地境界での線量影響が，「特定原子力施設への指定に際

し東京電力株式会社福島第一原子力発電所に対して求める措置を講ずべき事項につい

て」で求められている敷地境界線量１mSv/年未満と比較して，十分小さな値であること
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を確認した。 

また，本作業に伴う放射性物質の放出量と解体作業時間から想定した放射性物質の

放出率は，敷地境界の近傍に設置されたダストモニタの警報設定値を超えない範囲で

あることを確認した。 

 

7. 解体作業中の解体部材の落下防止対策 

解体作業中の部材落下防止を図るため，遠隔解体装置には多重の把持機構を設け，把

持状態はカメラにより監視する。 

 

8. 廃棄物の保管 

排気筒解体作業に伴い，表面線量率 1～30mSv/h の金属瓦礫類が約 450 ㎥発生すると

想定している。なお，解体後，地上にて解体対象物の線量測定を行い，線量区分に応じ

て，下記の通りに保管・管理する。 

「Ⅲ章第 3 編 2.1.1 放射性固体廃棄物等の管理」に従い，1～30mSv/h の金属瓦礫類

は固体廃棄物貯蔵庫に保管・管理する。1mSv/h 以下の金属瓦礫類のうち，0.1～1mSv/h

以下の金属瓦礫類は一時保管エリア(E1，P2，W，X)及び固体廃棄物貯蔵庫第 9 棟に，

0.1mSv/h 未満の金属瓦礫類は一時保管エリア(P1)に保管・管理する。 

 

9. 作業者の被ばく線量の管理 

   放射線業務従事者が立ち入る場所では，外部放射線に係わる線量率を把握し，放射

線業務従事者の立入頻度や滞在時間等を管理することで，作業時の被ばく線量が法令

に定められた線量限度を超えないようにする。 

なお，本工事における放射線業務従事者の被ばく線量低減策として，以下の対策を

実施する。 

・ 遠隔操作設備の利用による被ばく低減 

・ 待機場所（低線量エリア）の活用による被ばく低減 

・ 排気筒周辺作業時の遮へいスーツ着用 

・ 作業時間管理・作業員ローテーションによる被ばく低減 

・ 解体装置操作室を低線量エリアに設置 

・ クレーン操作室への遮へい設置による被ばく低減 

高線量エリアに近接した施工であるため，現場状況を踏まえ，今後継続的に被ば

く線量低減に向けた線源の把握と除去，線源からの遮へい，作業区域管理等を行

い，更なる被ばく線量低減に努める。 
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1.4 豪雨，台風，竜巻への対応 

1.4.1 台風・豪雨について 

高レベルの放射性汚染水を滞留・貯留している原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，

コントロール建屋，プロセス主建屋（除染装置を同建屋内に設置），サイトバンカ（第三セシウム

吸着装置を同建屋内に設置），高温焼却炉建屋（第二セシウム吸着装置を同建屋内に設置），焼却

工作建屋（セシウム吸着装置を同建屋内に設置），運用補助共用施設共用プール棟（非常用ディー

ゼル発電機を同建屋内に設置）等の既設の諸建屋は，過去の観測記録を保守的に設定している建

築基準法の暴風時の荷重を考慮している。 

以上より，台風・豪雨により建屋，機器の機能が喪失することはないが，地下階に滞留してい

る高レベルの放射性汚染水（滞留水）については，滞留水の水位の上昇が懸念される。 

気象庁 HP，気象庁観測データ（図 1.4－１参照）より，降水量 3000mm/年（平年値）を超える地

域は，東海地方，紀伊半島，四国，九州及び北陸地方等となっており，国内の最大降水量は，852mm/

日（高知県魚梁瀬，2011.7.19），2452mm/月（三重県宮川，2011.9）である。一方，福島第一原子

力発電所の周辺の観測データとしては，降水量の平年値は 2000mm 以下であり，最大降水量も

285mm/日（福島県浪江，1996.9.22），634mm/月（福島県浪江，2006.10）となっている。 

そこで，保守的に 1 日に 1000mm の降雨を想定した１～４号機建屋水位の評価を行ったところ

（降雨による影響を評価するため，降雨による建屋水位上昇の寄与率を過去の実績から算定），保

安規定に定める水位レベル（T.P.2,064mm）を超えるものの，系外流出リスクの水位レベル

（T.P.2,564mm）以下の T.P.2,311mm に留まると予測される（図 1.4－２参照）。 

以上より，保守的な豪雨を想定しても，滞留水を系外に流出することはないと考える。 

 

1.4.2 竜巻について 

原子炉建屋，タービン建屋，運用補助共用施設共用プール棟，プロセス主建屋，高温焼却炉建

屋，焼却工作建屋等の諸建屋は，鉄筋コンクリート造であるため，竜巻に対する直接的な被害は

ないと考えられる。 

原子炉圧力容器・格納容器注水設備については，高台，タービン建屋内，３号復水貯蔵タンク

等にポンプを分散配置しており，単独の竜巻で同時に機能喪失するリスクは小さいと考えるが，

万一，竜巻により全てのシステムの運転再開が時間を要する場合には，消防車を用いた注水で対

応する。また，消防車，仮設注水用機材等については分散配置し，全数が一度に機能喪失するこ

とがないように配備する。 

使用済燃料プールについては，プール上部を養生する等，実行可能な防護対策を行う。また，

使用済燃料プール水の漏えいが発生した際は，非常用電動ポンプ，消防車もしくはコンクリート

ポンプ車等による注水により漏えいの抑制を行う。さらに，コンクリートポンプ車等について分

散配置し，全数が一度に機能喪失することがないように配備する。 

汚染水処理設備のうち処理装置については鉄筋コンクリート造の建屋内に設置しており，竜巻

に対する直接的な被害はないと考えられる。淡水化装置は，蛇腹ハウス内に設置しており，竜巻

に対する直接的な被害を受ける可能性を否定できないが，十分な量の淡水を貯水しており，装置

停止による炉注水源への影響は小さいと考える。なお，滞留水中の塩素濃度は減少傾向にあり，

数年先には，淡水化装置をバイパスしての炉注水も可能と想定している。また，汚染水処理設備
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の制御室は，コンテナ内に設置しているため，竜巻に対する直接的な被害を受ける可能性を否定

できないが，第二セシウム吸着装置は現場制御盤での起動が可能であり，滞留水処理の早期再開

が可能である。処理水を移送しているホースについては，予備品を準備しておくこととしている。

さらに，竜巻の発生の可能性が予見される場合には，汚染水処理設備の停止・隔離弁の閉止操作

等を行い，汚染水の拡大防止を図る。また，車両などの飛来物によって塩水タンク等を破壊させ

ることがないよう，車両をタンクから遠ざける措置をとる。 

電源設備のうち所内共通Ｄ／Ｇについては，鉄筋コンクリート造の建屋内に設置しているため

竜巻に対する直接的な被害を受けることはない。所内共通Ｍ／Ｃについては，鉄筋コンクリート

造建屋又は鉄骨造建屋内に分散配置しており，全数が一度に機能喪失することがないこととして

いる。また，ケーブル電路については，屋外に布設しているため竜巻に対する直接的な被害を受

ける可能性があるが，所内共通Ｍ／Ｃについては，離れた複数の受変電設備から違う経路を使用

して受電できるようにしているため，一部のケーブルが竜巻により損傷しても，他のケーブルを

使用して所内共通Ｍ／Ｃへの供給が可能である。また，仮に受電経路が全て使用不能となった場

合もしくは所内共通Ｍ／Ｃが使用不能となり重要な負荷への電源供給ができなくなった場合には，

各設備に設置した専用の発電機で電源を確保する。さらに，電源車を使用可能な電源盤に接続し，

安全上重要な設備への電源を確保する。 

監視体制については，日常的に，作業員等は，避難ルートや避難場所を確認している。竜巻発

生が予想される場合は，気象庁から段階的に発表される「気象情報」及び「雷注意報」を把握し，

強風に対するクレーンの姿勢固定等，必要な対応を行う。竜巻発生の０～１時間前に発表される

「竜巻注意情報」が発令された場合，気象状況を適宜確認し，竜巻発生もしくは発生の恐れがあ

ると判断した場合には，作業員等へ避難指示及び所内一斉放送を実施し，作業員等は，予め確認

している避難ルートや避難場所に従って，避難を行う体制としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象庁 HPより抜粋 

図１.４－１ 日本国内の降水量（平年値） 
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ケース 1：通常時の移送（ポンプ 2台運転） 

ケース 2：移送ポンプ増強（ポンプ 4 台運転） 

図１.４－２ 大量降雨時の影響評価 
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1.8  地下水ドレンの運転管理について 

 

海側遮水壁山側エリアにおいて，海側遮水壁により堰き止められた地下水の水位は，海

側遮水壁閉合前に比べて上昇している。地下水上昇に伴う地盤の湿潤化により，作業環境の

悪化等の発生を防止するため，地下水ドレンポンドの運転管理を次の通り実施する。 

 

1.8.1 地下水ドレンの水位設定について 

各ポンド内に設置した地下水ドレンポンド揚水ポンプを起動・停止することで地下水の

水位調整を行っている。 

地下水ドレン水位「高高」警報水位は，豪雨時においても警報鳴動確認後，免震棟から現

地へ出向してポンプを手動起動する間に，地表面に地下水が溢水することのないよう上昇

する地下水位を考慮して地表面※１に対し 400mm の余裕を持たせた水位とし，地下水ドレン

ポンプ要起動水位は，地表面※１に対し 600mmの余裕を持たせた水位以下とする。 

また，地下水ドレンの要停止水位は，潮の干満により海側遮水壁の山側エリアの地下水

が変動したとしても，海側のサブドレン水位が建屋滞留水水位を下回ることがないよう，福

島第一原子力発電所港湾における朔望平均満潮位※2（地下水ドレン停止バックアップ位置）

に 200mmを加えた水位以上とする。 

なお，地下水ドレン稼働に伴う地下水の水位変動は，より建屋近傍の建屋海側に位置する

サブドレンの水位で管理する。 
 

 

図－１ 地下水ドレンの水位設定 

 

 

 

※1 2016.6.8 現在 T.P.+2.479m   

※2 朔望平均満潮位 T.P.+0.763m 

（朔（新月）と望（満月）それぞれの日から前 2 日～後 4 日以内に観測された最高潮位の平均を朔望平均満

潮位という。（大熊における 2002 年～2007 年の観測潮位に基づく調和解析結果に沈下補正したもの）） 

地下水ドレン運用範囲 

G.L. 地表面
※1 

G.L. -0.4m 地下水ドレン水位「高高」警報 

G.L. -0.6m 地下水ドレン要起動水位 

ポンプ手動起動に要する時間を見込んだ 
地下水ドレン水位「高高」警報位置から地

表面までの余裕代 

計器誤差に裕度を見込んだ値 

G.L. -1.516m 地下水ドレン要停止水位 

G.L. -1.716m 地下水ドレン水位「低低」警報 
計器誤差に裕度を見込んだ値 

      （地下水ドレンポンプ停止バックアップ） 
            (朔望平均満潮位※2) 
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表－１ 水位設定 

 

図－２ 地下水ドレン位置図 

 

 

設定の考え方 設定値 

ポンプ起動位置でポンプが起動しない場合に備え，ポンプ手動起動に

要する時間を見込んだポンプ警報鳴動位置から地表面までの余裕代 

400mm 

水位計の計器誤差に裕度を見込んだ値 200mm 

くみ上げ 

地下水ドレン 

海側遮水壁 
































































































































































































































































































































